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Ⅰ 国保事業費納付金・標準保険料率の概要 
 

１ 国民健康保険事業費納付金及び標準保険料率の概要 
（１）国民健康保険事業費納付金（以下、「納付金」という。）とは・・・ 

・保険給付費等交付金やその他国民健康保険事業に要する費用に充てるため、都道府県は市町村から国民健康 保険事業費 

納付金を徴収する。市町村は国民健康保険事業費納付金を納付しなければならない。（国民健康保険法第７５条の７） 

   

（２）標準保険料率とは・・・ 

・都道府県は毎年度、市町村ごとの保険料率の標準的な水準を表す数値（市町村標準保険料率）と全ての市町村の保険料率の

標準的な水準を表す数値（都道府県標準保険料率）を算定し、市町村に通知し、公表する。（国民健康保険法第８２条の３） 

・市町村標準保険料率は、市町村ごとの標準的な保険料率の違いを表すための「モノサシ」である。 

・市町村が保険料率を決定する際には、標準保険料率はひとつの参考になるが、あくまでも理論値であることから、現行の保険料率 

を出発点に検討する。 

 

２ 令和５年度国保事業費納付金等算定のスケジュール 

・8 月 ：仮算定に向けた算定方法を、福島県市町村国保運営安定化等連携会議ＷＧ（納付金班）にて協議する。 

その後、福島県市町村国保運営安定化等連携会議にて協議する。 

・9 月 ：仮算定の算定方法を県国保運営協議会にて決定する。 

・10 月：10 月下旬に厚生労働省から仮係数が示される。 

・11 月：仮算定を実施し、その結果をもとに、本算定の算定方法を連携会議（必要に応じてＷＧも開催）にて協議する。 

本算定の算定方法を、県国保運営協議会にて決定する。 

・12 月：12 月下旬に厚生労働省から本係数が示される。 

・1 月 ：本算定を実施する。 

・2 月 ：本算定の結果を連携会議に提示する。 

・3 月 ：本算定の結果を県国保運営協議会に提示する。 
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令和５年度納付金算定に向けたスケジュール（予定） 
    

 国 都道府県 市町村 
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令和 5.6 

 

 

  

 

１２月下旬：確定計数通知 

令和５年度本算定用の確定計数（公

費の交付額等）を提示 

１０月下旬：仮係数通知 

令和５年度試算用の仮係数を提示 

７月上旬： 

令和５年度の公費の在り方を提示 

予算審議（３月議会） 

令和５年度予算を決定 

納付金等の確定 

確定計数により本算定を行い、納付

金・標準保険料率を確定 

納付金の仮算定方法の協議・決定 

（連携会議、県国保運営協議会） 

令和５年度 納付金 

秋の試算（仮算定） 

納付金の仮算定方法の協議・決定 

（連携会議、県国保運営協議会） 

予算審議(３月議会) 

令和５年度予算を決定 

保険料の算出 

県から示された納付金を踏まえ、 

法定外繰入や基金繰入金等を加味して

令和５年度の保険料率を算出 

令和５年度 

保険料(税)賦課 

条例 

改正/告示 

概ね 3月～

6 月に保険

料率決定 
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Ⅱ 令和５年度国保事業費納付金・標準保険料率の算定方法について 
 

１ 算定方法の全体像 

■診療費の算定方法 

№ 項目 算定方法 運営方針 

1 
１人あたり診療費の算定

方法 

・令和３年度国保事業納付金算定時に用いた推計結果と実績値を比較・検

証した上で、国が示す推計方法を検討し、適切な推計方法を選択する。 

・県が選択した推計方法で仮算定を行い、仮算定結果に基づき、協議する。 

・令和２～４年度の診療費の実績は、新型コロナウイルス感染症の影響を考

慮し、取扱いについては別途検討する。 

 

2 被保険者数の推計方法 

・令和４年度納付金算定時に用いたコーホート要因法を令和５年度に用いる

ことを基本とする。 

・ただし、令和２～４年度の被保険者数における新型コロナウイルス感染症の

影響の状況を見極めて、必要な補正を行うことも検討する。 

・団塊の世代の被保険者が令和４年度から後期高齢者医療制度へ移行し

始める点についても留意して推計する。 

・県が選択した推計方法で仮算定を行い、仮算定結果に基づき、協議する。 

 

 

 《コーホート要因法のイメージ》 

 

 

 

「推計被保険者数」 

 令和５年度 

平均被保険者数 

① 「基準被保険者数」 

令和５年３月３１日時点 

被保険者数 
＝ × 

②「移動率」 

１年間移動率、 

年平均値への調整 
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■納付金の算定方法 

№ 項目 算定方法 運営方針 

1 算定方式 3 方式～応能のシェア→所得、応益のシェア→被保数・世帯数 固定事項 

2 医療費指数反映係数α α＝１（医療費指数をすべて直接的に反映） 変動事項 Ⅱ ２ （１） 

3 所得係数β 国が示すβ（全国平均と比較した本県の所得水準） 変動事項 Ⅱ ２ （２） 

4 均等割と平等割の割合 均等割：平等割＝35：15 固定事項 

5 
納付金に含める保険給付費等交

付金（普通交付金）の対象範囲 

出産育児諸費（保険料財源分）、審査支払手数料（医科・歯科・

調剤・訪問看護・療養費）、葬祭費 
変動事項 Ⅱ ２ （３） 

6 
高額医療費・特別高額

医療費の共同負担 
特別高額医療費共同負担とする。 変動事項 Ⅱ ２ （４） 

7 
県国保特別会計の剰余

金の活用 

令和元年度の剰余金（国費等の償還見込金を控除した後の額）

の残りの約８億円、令和２年度の剰余金の残り約２３億円及び令

和３年度の剰余金（約４８億円（現時点の見込額））のうち、どの

程度活用するかは別途検討する。 

運営方針に記載なし 

       Ⅱ ２ （５） 

 

■市町村標準保険料率の算定方法 

№ 項目 算定方法 運営方針 

1 算定方式 3 方式～所得割、均等割（被保数）、平等割（世帯数） 固定事項 

2 応能割と応益割 福島県独自β’（徐々に国が示すβ値に近づける） 変動事項 Ⅱ ３ （１） 

3 賦課割合 
所得割：均等割：平等割 ＝β/（β+1）：0.7/（β+1）：0.3/（β+1）          

（例）β＝1 の場合 1：0.7：0.3（50：35：15） 
固定事項 

4 賦課限度額 医療分 650,000 円、後期分 200,000 円、介護分 1７0,000 円 変動事項 Ⅱ ３ （２） 

5 標準的な収納率 令和元～令和３年度の市町村規模別の平均収納率を設定 変動事項 Ⅱ ３ （３） 
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２ 納付金の算定方法について 

（１）医療費指数反映係数α 

α＝１（医療費指数をすべて直接的に反映）とする。 

※ 令和４年度と同様 

 

（２）所得係数β 

国が示すβ （全国平均と比較した本県の所得水準） 

【参考】  国が示すβ＝都道府県の 1人あたり所得／全国平均の 1人あたり所得 

令和４年度の本算定時の医療分β＝0.886 ⇒ 納付金の応能分シェア：応益分シェア＝47.0：53.0 

※ 令和４年度と同様 

 

（３）納付金に含める保険給付費等交付金（普通交付金）の対象範囲 

令和４年度と同様に、出産育児諸費（保険料財源分）、審査支払手数料（医科・歯科・調剤・訪問看護・療養費）、葬祭費を対象

範囲に含める。 

※ 令和４年度と同様 

 

（４）高額医療費・特別高額医療費の共同負担 

特別高額医療費共同負担とする。 

【参考】高額医療費・・・レセプト１件当たりの額が 80万円超の部分 

特別高額医療費・・・レセプト１件当たりの額が４２０万円超のレセプトのうち２００万円超の部分 

          共同負担・・・年齢調整後の医療費指数を算出する際に、高額医療費や特別高額医療費に係る部分を、当該市町村の

実績の 1人当たり医療費を用いるのではなく、都道府県単位の実績の 1人あたり医療費を用いる。 

※ 令和４年度と同様 
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（５）県国保特別会計の剰余金の活用 

令和元年度の剰余金（国費等の償還見込金を控除した後の額）の残りの約８億円、令和２年度の剰余金の残り約２３億円（令

和２年度の剰余金約３７億円から令和４年度国保事業費納付金軽減に活用する４億円及び令和４年度予備費財源の１０億円を

控除した額）及び令和３年度の剰余金（現時点の見込額で約４８億円）のうち、どの程度活用するかは別途検討する。 

 

   ■考え方 

    ①令和４年度納付金算定時においては、令和２年度決算で生じた剰余金から予備費分を除いた約２７億円のうち４億円は納付金

（県全体額）を抑制するために活用した。 

   ②令和３年度決算で生じる剰余金の見込額は、現時点では約４８億円である。 

③令和２年度の剰余金は基本的に財政安定化基金（財政調整事業分）に積み立てることとしたため、令和３年度の剰余金につい

ても同様に積み立てることとしたい。 

④また、令和４年度と同様に、普通交付金の１ヶ月分（１００億円）が想定外に増加しても対応できるよう、基金及び予備費を保持す

る。具体的には、「１００億円増＝８０億円公費増＋１０億円基金取崩＋１０億円予備費活用」とし、剰余金のうち１０億円は予備

費として確保し、残りは財政安定化基金（財政調整事業分）に積み立てる。 

⑤令和元年度の剰余金の残りの約８億円、令和２年度の剰余金の残りの約２３億円及び令和３年度の剰余金の約４８億円（現時点

での見込額）を合わせた約７９億円から令和５年度おける予備費の１０億円を差し引いた約６９億円を令和５年度納付金算定時

においてどの程度活用するかは、年度間の平準化の観点も踏まえ算定を行うこととしたい。 

 

 

３ 標準保険料率の算定方法について 

（１）応能割と応益割 

県独自のβ´（応能割＜応益割）とする。 

平成 30 年度納付金算定における県独自のβ´値に対する応能割合と令和５年度分として国が示すβ値に対する応能割合との

差の 4.5/5 分を国が示すβ値に近づける。（令和４年度は 4/5 分近づけた。） 
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（２）賦課限度額 

国保運営方針のとおり政令基準で算定する。 

（令和 4年 8月現在 医療分 650,000 円、後期分 200,000 円、介護分 170,000 円）  

※今後変更となる可能性がある。 

 

（３）標準的な収納率 

直近３ヶ年（令和元年～令和３年度）の市町村規模別の収納率の平均とする。 

※ 令和４年度と同様 
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Ⅲ 令和５年度の公費の配分等 
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 １ 保険者努力支援制度（都道府県分） 

令和５年度の公費の在り方として、令和４年度同額の 500 億円規模が国から示された。 

    当該公費は、都道府県単位化の趣旨を踏まえ、改革施行後の状況を見つつ、徐々に都道府県分重視の仕組みに見直していく

ことが国において検討される。 

    本県における令和５年度の取扱いは、下表のとおりとし、令和６年度以降については、国における評価指標や県内市町村の取組

状況を踏まえ、必要な検討を行う。 

 

① 主な市町村指標の都道府県単位評価 ⇒ 全額、市町村に重点的に再配分（納付金算定の際差し引く）。 

※令和 5年度の配分は 12～13 ページ参照 ② 医療費適正化のアウトカム評価 

③ 都道府県の取組状況 
⇒ 県の取組経費に充て、残った部分を 納付金算定時に県全体の公

費として差し引く。 
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■ 県繰入金 

県１号繰入金は、保険給付費等の９％分の金額（県当初予算額）から、県２号繰入金額（見込額）を差し引いて算出し、納付金

算定の際に差し引く。 

---------------------------------------------------------------------------------------------- 

■ 県 2 号繰入金は、標準保険料率算定の際、翌年度の交付額を算定することが可能な分（以下「算定可能分」という。）を市町村

ごとの「標準保険料率の算定に必要な保険料総額（e）」算定時に減算できることとされており、令和５年度も令和４年度同様、算

定可能分を標準保険料率算定の際に差し引く。 

 

 交付基準 取扱い 

医療費適正化等事業の取組成果に対する支援 等 ⇒算定可能分（令和３年度実績による交付）として、標準保険料率算

定の際に差し引く。 

国・調整交付金の補完的な交付（東日本大震災により被

災した被保険者（避難指示等対象地域以外）に係る一

部負担金免除に対する支援 等）等 

⇒算定不可能分（令和３年度実績による交付）として、標準保険料率

算定の際に差し引かない。 
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激変緩和イメージ図

+δ

自然増

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

１人あた
り保険料
（医療分・
後期分・
介護分の
合計）

激変緩和

激変
緩和

一定割合
＝自然増+δ

Ⅳ 令和５年度国保事業費納付金における激変緩和措置方法について 
№ 項目 激変緩和措置の方法 

１ 激変緩和期間 
激変緩和期間を令和５年度国保事業費納付金までとし、令和２年度国保事業費納付金算定による激

変緩和所要額を、令和３年度から計画的・段階的に、毎年１／４ずつ減額させる。 

２ 特例基金活用 
激変緩和財源として特例基金を計画的に活用する。総額４．５億円 

R２：１．８億円、R３：１．３５億円、R４：０．９億円、R５：０．４５億円 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 合計

暫定措置 250億円 200億円 150億円 100億円 50億円 0億円 750億円

追加激変緩和 100億円 80億円 60億円 40億円 20億円 0億円 300億円

暫定措置 3.75億円 3.00億円 2.25億円 1.50億円 0.75億円 0億円 11.25億円

追加激変緩和 1.50億円 1.20億円 0.90億円 0.60億円 0.30億円 0億円 4.50億円

特例基金 0億円 1.80億円 1.35億円 0.90億円 0.45億円 0億円 4.50億円

合計 5.25億円 6.00億円 4.50億円 3.00億円 1.50億円 0億円 20.25億円

全国

県

激変緩和財源見込額


